
地区計画ガイド ②南行徳駅周辺地区 
 

地区計画の目標 
 

本地区は、東京メトロ東西線南行徳駅

周辺に位置し、土地区画整理事業により

都市基盤整備が行われ、土地の高度利用

が見込まれる地区です。 

 地区計画により、商業・業務施設の適

正な集積、合理的な土地利用及び良好な

都市環境の形成を誘導し、活気のある利

便性の高い商業・業務地の形成を目指し

ます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

用途地域等による規制に、 

次の規制が上乗せされます。 

A 建築物等の用途の制限 

J 建築物等の高さ 

の最低限度 

E 建築物の敷地面積の最低限度 

区域図 

南行徳駅 

東京メトロ東西線 

G 壁面の位置 

の制限 

地区計画区域・地区整備計画区域 



 

地区計画の概要 

位 置 
市川市相之川 4 丁目、新井 3 丁目、南行徳 1 丁目及び南行徳 3 丁目の

各一部 （約 9.2ｈａ） 

土地利用の方針 商業・業務施設の連担と高度の集積を図る。 

地区の区分 Ａ地区（約 3.5ha） Ｂ地区（約 5.7ha） 

地
区
整
備
計
画 

A 建築物等の 

用途の制限 

次に掲げる建築物は建築できません。※ 

① ２階以下の部分を住宅、共同住

宅、寄宿舎又は下宿の用に供

するもの（出入口、階段等の避難施

設等又は道路に面する部分を店舗、

事務所等に供する場合はこの限りで

ない） 

②工場（建築基準法施行令第 130 条の 6

に規定するものを除く） 

③倉庫（上記に掲げる建築物以外の建築

物に付属するものを除く） 

① １階以下の部分を住宅、共同

住宅、寄宿舎又は下宿の用に

供するもの（出入口、階段等の避難

施設等又は道路に面する部分を店

舗、事務所等に供する場合はこの限

りでない） 

②工場（建築基準法施行令第 130条の 6

に規定するものを除く） 

③倉庫（上記に掲げる建築物以外の建

築物に付属するものを除く） 

E 建築物の敷地 

面積の最低限度 
150 ㎡ ※ 100 ㎡ ※ 

G 壁面の位置の 

制限 

建築物の外壁若しくはこれに代わる柱又は高さ 2ｍを超える門若しくはへ

いの面の後退距離は、次に掲げるとおりとする。 

道路境界線まで 1ｍ、一部は１階部

分を 2ｍ以上（壁面の位置の制限

図参照） 

道路境界線まで 1ｍ以上 

J 建築物等の高さ 

の最低限度 
9ｍ※ 

※ 市長が公益上必要な建築物で用途上又は構造上やむを得ないと認めて許可したものは除きま

す。 

 この表は地区計画の概略を示したものです。詳細については、本市のホームページをご覧いた

だくか都市計画課までお問い合わせください。 

 本地区計画では、地区計画で定められている内容のすべてが市の条例で制限として定められて

おります（A、E、G、J）。このため、建築確認申請又は計画通知の際にその適合性を審査するこ

ととなります。このため、都市計画法第 58 条の 2 の規定に基づく届出は不要です。 

 

平成元年 8 月 18 日決定 

（最終変更：平成 27 年 12 月 11 日） 



   地区整備計画の説明 

A 建築物等の用途の制限 

商業・業務施設の適正な集積を図るため、本地区をＡ地区とＢ地区に区分し、建築物等の用途

の制限を設けています。 

２階以下又は１階の部分の駐車場等で、住宅、共同住宅、寄宿舎又は下宿用の駐車場等として

利用する場合は前述のそれぞれの用途に供するものとなります。また、住宅には長屋を含みます。 
 

 

 

 

 

E 建築物の敷地面積の最低限度 

土地の細分化を防止して敷地内空地を確保し、良好な街区の形成を図るため、Ａ地区及びＢ地

区において、建築物の敷地面積の最低限度を定めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

J 建築物等の高さの最低限度 

中高層の建築物を集積して土地の高度利用を図り、商業地として良好な都市景観を形成するた

め、建築物等の高さの最低限度を定めています。ただし、建築物に附属する車庫・物置等につい

ては、制限の対象となりません。 

 

G 壁面の位置の制限 

買物客、駅利用者等の安全で快適な歩行者空間 

の確保と良好な都市景観の形成を図るため、壁面 

の位置の制限を次のとおり定めています。 

壁面の位置の制限の対象となるものは、 

建築物の外壁又は建築物の外壁に代わる柱です。 

 

 
《A 地区》150 ㎡以上 

《B 地区》100 ㎡以上 

建築できません。 

建築できます。 

道路境界線

1ｍ

2ｍ

道路境界線

1ｍ

2ｍ

１階部分 2ｍの 

壁面後退イメージ 

分割 

《A 地区》150 ㎡未満 

《B 地区》100 ㎡未満 

道路に面する部分の全てを住宅、共同住宅、寄宿舎又は下宿の用に供するもの以外の用途とする

場合は２階以下又は１階の部分に住宅等を建築することができるとされていますが、このような建

築物を建築する場合は、各階床面積の過半を住宅、共同住宅、寄宿舎又は下宿の用に供するもの以

外の用途とするようお願いいたします。 
 

建築物
隣
地
境
界
線

道
路
境
界
線

隣地境界線

道路境界線

建築物
隣
地
境
界
線

道
路
境
界
線

隣地境界線

道路境界線歩行者空間の確保を目的のひとつとしているため、建

築設備（受水槽、キュービクル等）、工作物等は、壁面

の位置の制限を受ける場所には極力配置しないようお

願いします。また、本制限の対象とならないベランダ、

バルコニー、屋外階段、開放廊下、袖壁、出窓等の建

築物の部分についても歩行者空間の妨げとなる形態、

位置への配置は極力しないようお願いします。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

■区域の内外及び２つの地区にわたる場合 

制限項目 措置 

A 建築物等の用途の制限 敷地の過半を属する地区の制限 

E 建築物の敷地面積の最低限度 敷地の過半を属する地区の制限 

G 壁面の位置の制限 各々の地区の制限 

J 建築物等の高さの最低限度 各々の地区の制限 

 

※その他、詳細については市川市都市計画課にお問い合わせください。     

                  （平成 23年 5月作成） 

（平成 25年 9月修正） 

（平成 28年 4月修正） 
（令和 2年 8月修正） 
 

ベランダ、バルコニー、屋外階段、開放廊下、袖壁、出窓その他これらに類し、建築面積に算入さ

れないもので、部分的かつ小規模なものと判断されるものについては、制限の対象となりません。 

《ベランダ・バルコニー・屋外階段等》 

《壁面の位置の制限図》 

壁面後退凡例 

1ｍ 

2ｍ 

地区計画区域 


